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特 集特 集 　　　　　　　　　　　　　　市・財務課　　　４２－１８１３市・財務課　　　４２－１８１３℡問

令和７年度決算及び令和７年度決算及び
健全化判断比率などの状況健全化判断比率などの状況
　皆さんが納めた市税をはじめ、国や北海道からの交付金や借入
金などがどのように使われたかをお知らせします。

令和７年度 決算令和７年度 決算
一　般　会　計

【 支　　　　出 】　　　199 億 3,406 万円
①総　務　費

②民　生　費

③衛　生　費

④労働・商工費

⑤農林水産業費

⑥土　木　費

⑦教　育　費

⑧公　債　費

⑨職員給与費

⑩そ　の　他

27 億 4,295 万円

37 億 7,632 万円

23 億 2,650 万円

17 億 8,129 万円

25 億 0,043 万円

22 億 8,481 万円

10 億 7,593 万円

13 億 2,764 万円

16 億 0,063 万円

5 億 1,756 万円

（総務管理、徴税、ふるさと納税経費など）

（子育て支援、障がい者福祉、生活保護など）

（各種健診（検診）、予防接種、ごみ処理など）

（雇用対策、観光振興、地域経済対策など）

（農林水産業支援など）

（道路整備、公園・市営住宅管理など）

（小・中学校運営、スポーツ・芸術文化振興など）

（借入金の返済金）

（市職員の給与、退職手当など）

（議会費、消防費、災害復旧費など）

①市　　　税

②地方譲与税・交付金

③地方交付税

④国・道支出金

⑤寄　附　金

⑥繰　入　金

⑦市　　　債

⑧そ　の　他

22 億 5,303 万円

8 億 3,050 万円

62 億 4,988 万円

49 億 7,963 万円

15 億 8,725 万円

6 億 6,963 万円

15 億 0,350 万円

22 億 1,714 万円

（市民税、固定資産税など）

（国税に対して一定の割合で国から交付）

（市の財政力に応じて国から交付）

（国、道からの負担金や補助金）

（ふるさと納税による市への寄附）

（基金の取り崩し）

（市の借入金）

（使用料、手数料など）

【 収　　　　入 】　　　202 億 9,056 万円

収  入

市税市税
11.1%11.1%

①①
地方譲与税地方譲与税

・交付金・交付金
　4.2%　4.2%

②②

地方交付税地方交付税
30.8%30.8%

③③

市債市債
7.4%7.4%

⑦⑦

⑥⑥繰入金繰入金
3.3%3.3%

寄附金寄附金
7.8%7.8%

⑤⑤

その他その他
10.9%10.9%

⑧⑧

支  出

衛生費衛生費
11.7%11.7%

③③

民生費民生費
18.9%18.9%

②②

公債費公債費
6.7%6.7%

⑧

教育費教育費
5.4%5.4%

⑦⑦
土木費土木費
11.5%11.5%

⑥⑥

労働・商工費労働・商工費
　　  8.9%　　  8.9%

④④

農林水産業費農林水産業費
　　　　　12.5%　　　　　12.5%
⑤⑤

　令和７年度の一般会計は、収入と支出との差引額が 3 億 5,649 万１千円の黒字決算となりま
した。このうち２万円は翌年度事業分の収入であるため、実質的には３億 5,647 万１千円の黒
字となります。

職員給与費職員給与費
　　  8.0%8.0%

⑨　⑨　

国・道支出金国・道支出金
　　     24.5%24.5%

④④

その他その他
2.6%2.6%

⑩　　

総務費総務費
13.8%13.8%

①①
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健全化判断比率および資金不足比率健全化判断比率および資金不足比率

令和７年度特別会計は、全会計において黒字決算または収支均衡となっています。

令和７年度決算では、病院事業において前年度から引き続きとなる資金不足が発生しています。

特　別　会　計

企　業　会　計

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、健全化判断比率および資
金不足比率を算定しています。令和７年度の財政状況は、すべての比率で国の基準を
下回っています。

財政規模（税収入額に交付税などを加えた額）に対する一般会計の実質赤字額の比率
財政規模に対する全ての会計の実質赤字額の比率
財政規模に対する一般会計で実質的に負担する地方債などの返済金の比率
財政規模に対する将来負担する実質的な負債残高の比率
公営企業の事業規模に対する資金の不足額

【   】
【   】
【   】
【   】
【   】

実 質 赤 字 比 率 
連結実質赤字比率 
実 質 公 債 費 比 率 
将 来 負 担 比 率
資 金 不 足 比 率

●健全化判断比率（％） ●資金不足比率（％）

　令和７年度決算では、物価高騰やデジタル化の推進など、社会情勢の変化に伴い様々な行政経費が
増加し、これにより本市の収支にも影響が及んでいます。その中でも、病院事業会計においては診療
報酬の水準が物価高騰や人件費上昇に見合わず、診療を維持するための出張医の経費や施設の維持経
費など経営コストが増加し、適正な収入が得られていないため、経常収支は赤字となり、前年度に引
き続き資金不足が発生しました。
　今後も本市を取り巻く財政状況は厳しくなることが予測されますが、持続可能な財政運営を進める
ため、地域医療課題の解決に向けた検討を進めるとともに、地域経済対策を効果的に実施しながら、
新たな行政需要に適切に対応していくほか、国や北海道との連携や寄附金などの財源を活用した行政
課題の解決に取り組むなど、市民が安心して生活を送ることが
できるよう、中期財政計画に基づき今後の財政負担を的確に捉
えながら、より一層健全な財政運営に努めてまいります。

特 別 会 計 収 入 済 額 支 出 済 額 差 引 額
国 民 健 康 保 険 事 業 16 億 3,580 万円 16 億 3,419 万円 ＋ 161 万円
後 期 高 齢 者 医 療 事 業 4 億 2,702 万円 4 億 2,613 万円 ＋ 89 万円
介 護 保 険 事 業 22 億 1,053 万円 21 億 7,631 万円 ＋ 3,422 万円
港 湾 事 業 1 億 1,709 万円 1 億 1,709 万円 ± 0 万円
合 計 43 億 9,044 万円 43 億 5,372 万円 ＋ 3,672 万円

指 標 名 令和７年度
市の財政状況

国の基準値
早期健全化 ( 財政再生 )

実 質 赤 字 比 率 － 13.73 （20.00）
連結実質赤字比率 － 18.73 （30.00）
実 質 公 債 費 比 率 8.8 25.0 （ 35.0 ）
将 来 負 担 比 率 － 350.0（   －   ）

対象公営企業会計 令和７年度
資金不足状況

国の基準値
経営健全化

港 湾 事 業 － 20.0
下 水 道 事 業 － 20.0
水 道 事 業 － 20.0
病 院 事 業 5.6 20.0

令和７年度決算状況に
関するページ（市HP）QR▶

企 業 会 計 流 動 資 産 流 動 負 債 差 引 額
( 解消可能資金不足控除前額 )

下 水 道 事 業 3 億 1,853 万円 2 億 6,092 万円 ＋ 5,761 万円
水 道 事 業 6 億 3,742 万円 3 億 5,658 万円 ＋ 2 億 8,084 万円

病 院 事 業 9 億 9,666 万円 12 億 0,764 万円 － 2 億 1,098 万円
（－ 14 億 5,998 万円）

合 計 19 億 5,261 万円 17 億 7,114 万円 ＋ 1 億 2,746 万円
（会計ごとに四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。）


